
令和元年度　下野市行政評価市民評価　ヒアリング資料

補助団体 ―

新規・継続 市裁量の有無 裁量ありハード事業継続 事業の種類

重点事業区分市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり

健全な行財政運営の仕組づくり

行財政改革の推進
暮らしいきいき

事業区分

根拠法令
等

市公共施設等総合管理計画、市立地適正化計画、市都市再構築プラン、市石橋駅周辺公
共用地利活用基本計画

類型
区分

Ⅰ（積極的
推進）

総合計画
での位置
付け

施策

6

2

1

平成３０年度 令和元年度

○

廃止

○

効率性

本事業は、地域住民の生活の質の向上とまちの活性化を目的とし、社会資本整備総合
交付金（国土交通省）を活用することで、財源の確保に努めています。
しかし、今後は、利用者団体の意見と、要求水準書のバランスが重要となるため、慎
重で丁寧な進め方が求められるところであります。
以上のことから、効率性をＢとしました。

３
以上

１
以上

なし

ソフト事業（要件：６項目）
補助金等の積極的な活用で最大の成
果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業規
模である

他事業との重複がない

同種・同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

受益機会・費用負担割合等が公平公正であり適正である

事務事業名 教育委員会石橋複合施設整備事業 生涯学習文化課

事業目的

老朽化した石橋公民館や石橋児童館をマネジメントの観点から統合し、石橋総合病院跡地
に新たな複合施設を建築するとともに、まちの交流やにぎわいを創出するため、余剰地に
おいて民間活力を導入した相乗効果の高い施設を整備し、病院跡地の一体的な利活用を
図るものである。

所管部課 事業推進方針判断に際しての３つの視点

事業概要

ＤＢ方式＋余剰地民間活力導入型による整備方針とする。
令和元年度：設計・建設・余剰地活用企業の誘致を一体的に行う事業者を募集するための
プロポーザルの実施要項や要求水準書（仕様書）案を策定する。要求水準書に反映させる
ため、利用者団体等への意見聴取を行う。
令和２年度：学識経験者を含む選定委員会によりプロポーザル方式で事業者を選定。同社
により、設計・工事に着手
令和３年度：建設工事
令和４年度：竣工式・内覧会・開所

事

業

内

容
過年度実績

実施内容の詳細
今年度、プロポーザル準備（実施方針・要求水準書・募集要項の策定、契約・工事に関するリーガ
ルチェック、民間事業者の選定基準・様式集作成、予定価格の積算、選定委員会の設置）、利用
者団体の意見聴取を実施。

今後の展開
令和2年8月実施予定のプロポーザルにより事業者選定。
2022年（令和4年）10月ごろ完成予定

他事業との連携
公民館・児童館としての必要十分な機能を満たしながら、同じエリアである石橋庁舎跡地利活用
の状況と連携し、駅周辺の新たな周遊性・にぎわいづくりに貢献できるような施設とする。

その他
利用者団体の意向をていねいに吸い上げながら、民間事業者の応募意欲を損なわないような要
求水準書に仕上げるためのバランスが大変重要になってくる。

そ
の
他

（
過
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度
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績
・
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べ
き
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等

）

財
源

事
業
費
内
訳

国県支出金
１９，０４８千円

地方債・その他
２０，９５２千円

一般財源
２，４４９千円

年
度
別

令和２年度

全て

１
以上

なし

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

要件（３項目）

事務事業
番号

144

市民サービスの維持・向上に寄与する

本事業は、現総合計画前期基本計画にて、基本施策６－２「健全な行財政運営の仕組
づくり」、施策１「行財政改革の推進」に位置付けられているほか、しもつけ重点プ
ロジェクトの取組事業にもなっています。
まちなかの衰退や公共施設の老朽化等の傾向により、市民の交流の場となり、まちな
かの発展につながる公共施設の必要性が高まっています。
石橋駅周辺に関して、石橋庁舎跡地と石橋総合病院跡地を一体的に整備することで、
人々の交流やにぎわいの創出につながるうえ、石橋総合病院跡地に整備する複合施設
は、公民館と児童館を統合していることから、幅広い世代の利用が予想されます。
まちなかの発展に関わる重要な事業であることから、必要性をＡとしました。

必要性

公共関与の妥当性がある
社会経済情勢の変化や市民ニーズ等に適合する

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

○

Ｃ

○

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｂ

対
象
年
度

（
令
和
２

）

・アドバイザリー業務委託料　8,789千円
・設計委託料　　　　　　　　　33,540千円
・プロポーザル選定委員会委員報酬　120千円

有効性

Ａ

事
業
計
画

事
業
費

１６，００１千円 ４２，４４９千円 ６５２，６９１千円

プロポーザル準
備
利用者団体の意
見聴取

募集要項の公表、
民間事業者との意
見交換、プロポーザ
ルの実施、事業者
の選定・契約、設計
工事の発注

建設工事の監理
購入備品の予算
化
運営管理の準備

本事業の実施にあたり、利用者団体への意見聴取を行い、市民が活動しやすい利用環
境を目指すことで、市民サービスの向上に寄与すると考えられます。
地方創生への取組として、行政だけでなく、市民による交流やにぎわいづくりも必要
となるため、その活動拠点の一つとなる、公民館機能をもつ複合施設を整備すること
は、地方創生の推進にとって重要になると考えられます。
以上のことから有効性をＡとしました。

要件（３項目）

令和３年度平成２９年度

Ａ

継続実施

見直し実施

ハード事業（要件：３項目）

持続可能なまちづくりに寄与し、地方創生の推進等につながる

全て

総合評価

Ｂ

Ｃ

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性がある

総合計画の上位施策の目標達成に貢献し、意図する結果につな
がる

事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法を
見直す

市民(団体）協働や連携により事業を実施する

管理業務等において、現在の取組手法から、さらに
効率性を図ることは困難である

１
以上

なし




















